
平成30年度　行政評価表：企画政策課

H29年度

指標 単位 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 指標 単位 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 事業評価 評価の理由 R2年度予算要求の方向性

男女協
働参画
社会の
形成

男女協働
参画推進
事業

・男女協働参画意識の形成・改革のための
啓発活動を行う
・伊万里市男女協働参画基本計画の取組
評価と改善を行う

啓発事
業及び
研修会
等の開
催回数

回 10 12 120% 10 20 200%

啓発事
業・研
修課へ
の参加
人数

人 300 409 136% 300 565 188% 1,288 936 845 中

男女協働参画基本計
画に基づき計画的に
事業に取り組み、継続
的に実施することで、
成果向上の余地はあ
る。

なし
市民との協働で実施
し、必要最低限の経費
で運営している。

改善

男女協働参画社会の
実現のために積極的
な取組が必要であり、
今後も啓発活動の取
組を強化し、継続して
いく必要がある。

予算については現状
を維持し、今後も啓発
活動の取組強化する
ため、実施内容を改
善するなど、効果的で
継続した取組を行う。

改善

平成30年3月策定の
「第4次市男女協働参
画基本計画」及び事
業計画を確実に進捗
するため、積極的な
取組が必要であり、今
後も啓発活動の取組
を強化し、継続してい
く必要がある。

男女間
のあら
ゆる暴
力の根
絶

女性自立
支援相談
事業

・配偶者等からの暴力及び女性に関する相
談に対応し、自立支援を行う
　女性自立支援相談員：1名
　相談日：3日/週（月、水、金曜日）
　Ｈ29年度相談件数：450件
　（うちＤＶ被害相談件数：242件）
・ＤＶ被害者支援体制の強化を行う
　庁内連絡会議の開催
　「ＤＶ被害者支援・加害者対応ﾏﾆｭｱﾙ」の
見直し
　ＤＶ被害者支援研修会を実施

「ＤＶ被
害者支
援・加
害者対
応マ
ニュア
ル」の
見直し

回 1 1 100% 1 1 100%

自立支
援を
行った
人数

人 70 76 109% 70 81 116% 1,295 1,340 1,316 中

相談窓口の周知を徹
底し、潜在的なＤＶ被
害者等の支援に繋げ
ることができる。

なし

女性自立相談員の報
酬とスキルアップ研修
への参加負担金等で
あるため、コスト削減
の余地はない。

改善

相談窓口の周知を徹
底し、利用しやすい体
制を整える必要があ
る。

予算については、現
状を維持し、相談窓
口の周知を徹底し、
利用しやすい体制を
整えるために、出前
講座等による啓発活
動を増加させる。

改善

安心して利用できる
相談体制の整備・充
実と相談窓口の更な
る周知を徹底する必
要がある。

効率的
な行財
政の運
営

債権管理
強化事業

市債権の適正な管理を行うため、弁護士に
よる研修会の実施やメール相談を行った。

メール
相談の
件数

件 － － － 40 30 75%

私債権
の収入
未済額
の対前
年比減

% － － － -10% -0.23% 2% － 896 896 なし

平成30年度の単年度
事業であるが、庁内に
債権管理検討委員会
を設置し、市債権管理
条例を制定した。ま
た、弁護士による研修
やメール相談を実施
し、職員のスキルアッ
プを図ることができ
た。

なし
弁護士への委託料の
みであり、コスト削減
の余地なない。

完了
平成30年度の単年度
事業であるため。

― 完了
平成30年度の単年度
事業であるため。

効率的
な行財
政の運
営

行政改革
推進本部
運営事業

【平成30年度の事業内容】
第6次伊万里市行政改革大綱実施計画（計
画期間：平成28年度～令和2年度）の平成
29年度実績報告および平成30度計画の作
成
　
行政改革とは、主に財政状況や社会情勢
など内外の変化に柔軟に対応出来るよう、
行政の組織や運営を適正化するものであ
る。
本市では、市民満足度の向上や財政の健
全化をめざし、これまで6次にわたり行政改
革を推進している。

行政改
革推進
会議の
開催数

回 1 1 100% 1 1 100%

行革大
綱実施
計画に
基づく
実施項
目の達
成率

% 60 58 97% 60 59 98% 37 38 37 低

これまでの行財政改
革の実践により、経費
削減や人員の削減な
ど一定の成果を挙げ
ており、向上の余地は
少ない。

なし

本事務事業で計上す
る予算は、行政改革
推進会議の開催（年1
回）に要する費用（報
償費、旅費）のみであ
り、コストの削減は同
会議の規模の縮小や
中止につながり、本市
の行政改革に対する
外部からの意見等の
聴取ができなくなるこ
とから、成果を維持し
たままのコスト削減余
地は極めて少ない。

改善

成果の向上とコスト削
減に向けた改善につ
いては、難しい状況で
あるが、本市が取り組
む行財政改革の指針
となる第6次伊万里市
行政改革大綱実施計
画を市民、職員にわ
かりやすい資料とする
ため、年度ごとに作成
する実施計画資料の
見直しを行う必要が
ある。

事業にかかる経費
は、推進会議にかか
る費用のみであるた
め、平成31年度予算
並とする。

改善

第6次行革大綱・実施
計画の取り組みを市
民にわかりやすく公表
していくための手法
を、引き続き検討し取
り入れていく必要があ
る。

効率的
な行財
政の運
営

ファシリ
ティマネ
ジメント
推進事業

公共施設等総合管理計画を策定し、施設
の統合や複合化を推進する。

統合等
に向け
た協議
回数

回 1 2 200% 0 0 0%

具体的
な統合
等の掘
り起し

件 1 2 200% 0 0 0% 0 0 0 なし
H30度については、予
算が確保されていない
ため。

なし

H30度については、予
算が確保されていない
ため削減の余地はな
い。

改善

H30年度中は企画政
策事業の一般事務費
での対応をしていた
が、R1度は当事業に
て公共施設等管理シ
ステムを導入すること
としており、そのシス
テムを活用し計画、方
針等を作成していく。

公共施設等管理シス
テムの使用等に係る
経費を計上する。

改善

今年度導入を進めて
いる公共施設等管理
システムを活用し、市
の建築物の一元管
理、再配置の計画、
方針の作成等を推進
していく。

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　評価　／　【Action】　改善

施策名 事業名 事業・取組概要

事業評価の活動指標(目標・実績) 事業評価の成果指指標(目標・実績) H30年度 事業成果の評価 予算・コストの評価 見直しの方向性（担当者評価）

指標名等 H29年度 H30年度 指標名等 H29年度 H30年度 決算額
(千円)

予算額
(千円)

決算額
(千円) 所属長評価

成果向上
余地はあるか 評価の理由

コスト削減余
地はあるか 事業
評価

１次評価（担当者評価） ２次評価



平成30年度　行政評価表：企画政策課

H29年度

指標 単位 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 指標 単位 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 事業評価 評価の理由 R2年度予算要求の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　評価　／　【Action】　改善

施策名 事業名 事業・取組概要

事業評価の活動指標(目標・実績) 事業評価の成果指指標(目標・実績) H30年度 事業成果の評価 予算・コストの評価 見直しの方向性（担当者評価）

指標名等 H29年度 H30年度 指標名等 H29年度 H30年度 決算額
(千円)

予算額
(千円)

決算額
(千円) 所属長評価

成果向上
余地はあるか 評価の理由

コスト削減余
地はあるか 事業
評価

１次評価（担当者評価） ２次評価

施策体
系外

地方創生
推進事業

平成２７年度に策定した市総合戦略に基づ
いて本市の地方創生を推進する。
１　アクションプランの策定・推進
　総合戦略の４つの柱に沿った推進部会を
設置し、事業内容と実施主体を明らかにし
たアクションプランを策定した。（Ｈ３０：１２２
事業）
２　国の交付金を活用した事業
①地域活性化・地域住民生活等緊急支援
交付金（Ｈ２７繰越）
②地域活性化・地域住民生活等緊急支援
交付金タイプⅠ、Ⅱ（Ｈ２７）
③地方創生加速化交付金（Ｈ２８繰越）
【ＰＯＲＴＯ　３３１６　ＩＭＡＲＩほか】
④地方創生推進交付金（Ｈ２８～）
【移住定住プロモーション制作など】
⑤地方創生拠点整備交付金（Ｈ２８申請Ｈ２
９繰越）
【波多津コミュニティセンター建築】

会議開
催回数

回 6 9 150% 6 5 83%

地方創
生交付
金の活
用によ
る事業
実施件
数

件 1 3 300% 1 1 100% 83 257 60 なし

進捗や成果を測るた
めの会議の費用であ
るため、これ以上の向
上の余地はない。

低

推進部会の書面開催
によるコスト削減は可
能であるが、令和２年
度は第２期総合戦略
の初年度であるため
削減は難しい。

維持

地方創生を推進する
ため、外部委員も含
めた合議体において
年次的な評価や検討
が必要である。

第2期総合戦略の初
年度となるため、第1
期の振り返りと、新た
な戦略に基づく今後
の方向性を検討す
る。
推進部会　各2回開催
推進委員会　2回開催
推進本部会議　1回開
催

維持

地方創生を推進する
ため、外部委員も含
めた合議体において
年次的な評価や検討
が必要である。

施策体
系外

第６次総
合計画策
定事業

平成２９年度
①　庁内策定組織の編成
②　市民アンケートによるニーズ把握
③　市民会議等によるニーズ調査
④　基本計画骨子案の作成
⑤　基本構想案の作成
　
平成３０年度
①　総合計画審議会の開催
②　総合計画案の作成

平成３１年度
①総合計画概要書の作成
②本編・概要書のウェブ版作成

アン
ケート
の回収
率

％ 40 31 78% － － -

まちづ
くり市
民会議
の開催
回数

回 3 3 100% － － - 9,020 3,495 3,061 なし

業者選定の方法を平
成２９年度に開催され
たプロポーザルによる
決定業者との随意契
約とし、必要最小限の
業務に対する金額で
契約を締結しており、
総合計画の策定の進
捗が期待できる。

なし

事前に見積徴取など
で策定に係る最低限
の経費を調査してお
り、これ以上のコスト
削減は見込めない。

完了
第６次伊万里市総合
計画策定作業が完了
したため。

― 完了
第６次伊万里市総合
計画策定作業が完了
したため。

施策体
系外

再生可能
エネル
ギー推進
事業

伊万里市再生可能エネルギービジョンの推
進による再生可能エネルギー電力自給率
の増加を目指す。

協議会
の開催
回数

回 - - - 4 4 100%

重点プ
ロジェ
クトのＦ
Ｓ調査
実施数

個 - - - 2 2 100% - 21,589 21,418 高

この事業は経済産業
省の補助事業であり、
事業の採択を受けるこ
とが出来れば10割補
助で重点プロジェクト
に取り組むことが可能
となる。

なし

経済産業省の10割補
助事業を活用するた
め、国の採択要件に
大きく左右される。

維持

経済産業省の10割補
助事業を活用するた
め、今後の事業の推
進計画については事
業が採択されるかどう
かに大きく左右され
る。このため、引き続
き関係団体等と事業
内容の精度向上につ
いて協議し事業採択
を目指していく。

再生可能エネルギー
の推進については、
担当する業務との優
先順位を見極め、事
業申請の可否につい
ても庁内協議の中で
決定していく。

維持

引き続き関係団体等
とともに事業内容の
精度向上を図り、経済
産業省の10割補助事
業への採択を目指し
ていく。

施策体
系外

二酸化炭
素排出抑
制対策事

業

第４次伊万里市地球温暖化対策行動計画
に掲げる温室効果ガスの削減目標を強化・
拡充する改定を行うことを目的に市が保有
する公共施設のエネルギー使用量や二酸
化炭素の排出量等の分析を行う。

対象公
共施設
の調査
カ所数

カ
所

- - - 87 87 100%

モデル
施設に
おける
エネル
ギー診
断の実
施

カ
所

- - - 8 8 100% - 9,601 9,320 なし

この事業は環境省の
10割補助事業であり、
成果として市が保有す
る公共施設のエネル
ギー使用量及び二酸
化炭素排出量の把握
ができた。また、伊万
里市地球温暖化対策
実行計画の改定につ
ながった。
今後の温室効果ガス
の削減目標の改定に
活かしたい。

なし

環境省の10割補助事
業を活用しており、国
の採択要件に大きく左
右される。

完了
平成30年度の単年度
事業であるため。

― 完了
平成30年度の単年度
事業であるため。


